
議事(1)
東京都地域がん登録運営概況

第6回東京都地域がん登録事業運営委員会

2017年7月11日 資料3-1



東
京
都
福
祉
保
健
局

東京都地域がん登録室
※都立駒込病院内に設置

保健政策部

医療政策部

健康推進課

都立駒込病院(東京都病院経営本部)

がん拠点事務局
(東京都がん診療連携協議会事務局)

東京都地域がん登録事業運営委員会

東京都がん登録事業の運営体制

事業開始：地域がん登録2012年7月⇒全国がん登録2016年1月

がん登録個人情報の取扱：「安全管理措置マニュアル」に準拠

がん登録データ処理管理：標準DBS⇒全国がん登録システムNCR
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院内がん登録

地域がん登録
全国がん登録

東京都がん診療連携協議会

都道府県(中央)登録室

都道府県がん登録審議会

がん登録部会 実務者連絡会

Population-based

がん医療の評価



がん登録室

統計解析

報告書作成

病院等 人口動態調査所管機関

生存確認調査
(住民票請求，住民票閲覧)

全国がん登録では非法定業務

遡り調査
(届出の一種)

照合患者情報
なし

データ登録

死亡情報
なし

患者同定・がん同定⇒
「1腫瘍1件」として登録

集約(多重がん等)

地域がん登録・全国がん登録の仕組み 3

死亡票

「届出率の向上」かつ「継続
的ながん登録事業」かつ「全
国照合」によって「遡り調
査」は減少

「届出率と死亡票の照合精
度向上」かつ「全国照合」
が実現すれば予後同定にお
ける「生存確認調査」は不
要になる可能性が大

予後同定＋
がん情報補完死亡診断書

届出票

診療情報
入力・コード
化・整合性同定

全国がん登録では死亡票の
情報整理・照合・集約は国
が実施

死亡情報
入力・コード
化・整合性同定

診療情報
入力・コード
化・整合性同定

自治体⇒保健所⇒厚労省
がん診療(診断/治療)情報

都道府県:(中央)登録室
国:がん登録センター

病院と指定診療所

死因
情報



2012年7月-2017年3月の間，届出票77万件(含重複等)受領
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死亡票を補完しない罹患数は受領届出票の約半数
⇒都内の患者1名当たりの届出件数の中央値は2件



東京都地域がん登録死亡票件数 5
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2012年7月-2016年6月の間，移送分等による重複を含めて51万件を受領した．
受領した死亡票から移送等による重複を除き，「がん死亡票」と「非がん死亡票」を分類した．
「がん死亡票」は，がん診断名が記載された死亡票の内，一定のルールで選択したものである．
がん死亡票は，必ずしも死因ががんであるとは限らない．



2012年7月-2013年11月 2013年12月-2016年8月

実務方式 地域がん登録標準手順 ＋効率化

特徴 厳格な手順 自動化

データ処理管理 標準DBS 独自方式(データ形式標準DBS)

受領届出票 7.8万件 65万件

受領死亡票 23万件 50万件

登録進捗状況 55% 95%

がん登録実務者 非常勤1⇒非常勤3+委託3.5(2013/12)⇒非常勤13(2018/8)

紙帳票割合 届出票1/4，死亡票1/3 届出票1/5，死亡票1/4

工程管理 全て紙帳票 ペーパーレス化

デメリット 人手と時間がかかる 手順一部省略(NCR*の手法)

2016年9月以降 受領届出票77万件(2017年3月現在)

NCR*移行中，2017年9月移行完了見込

6地域がん登録業務進捗

*:NCR=全国がん登録システム 2012-2013年遡り調査は2016年7-10月実施



医療機関からのがん届出
(照合集約済)

遡り調査による届出
(照合集約済)

DCO
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がん死亡票
非がん

死亡票

DCN
=遡り調査対象
遡り調査実施

非がん

死亡票

 IM比：罹患数と死亡数との比
 HV比(histologically verified cases, 組織診の割合)

 MV比(microscopically verified cases, 組織診＋細胞診の割合)

† 可能な限り病理組織学的診断が望ましい

DCN=Death Certificate Notification (届出票と照合できないがん死亡票)

DCO=Death Certificate Only (遡り調査を行っても判明しないがん死亡票)

がん罹患報告数

がん登録の精度指標 7

A基準：DCN<20% & DCO<10% & IM>=2.0，B基準：DCN<30% or DCO<20%) & IM>=1.5



当年診断のがん届出
症例の内
当年罹患分

届出されない当年罹患
がん生存症例X

届出されない当年罹患
がん死亡症例

遡り調査によって判明した
前年以前罹患がん死亡

当年罹患前年以前罹患

遡り調査によって判明し
た当年罹患がん死亡

当年死亡のがん症例D

当年診断のがん届出症例R

当年診断
がん届出
の内

前年以前
罹患分

(前年迄の届

出票がない
と照合不能)

届出のない前年以前罹患がん死亡
(前年までの届出票がないと当年罹患と区別

がつかない)

罹患数決定には前年迄の罹患情報(届出)が不可欠 8

真の当年がん罹患数：斜線＋橙色
集計上のがん罹患数：斜線＋緑色＋赤色
緑色と赤色が余分に組み込まれる
橙色が不足となる
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受領率の推移(2012年診断症例)

受領日

受
領
率

DCO(報告値)

(2017-03-01)

13.3%

DCN

(2016-10-01)

15.2%

DCN*(報告値)

(2016-04-01)

18.0%

DCN*

(2015-04-01)

33.6%

DCN*

(2014-04-01)

37.8%

*がん死亡票補正あり

DPC提出期限

2012年診断症例
新規届出が遷延

2012年診断症例
遡り調査

92012年診断症例の届出票受領率推移

当初は3ヶ月毎の

届出を推奨して
いた

過去症例届出要請による

罹患数に達する受領率を1とする
現実の届出は(1-DCO割合)が最大受領率
捕捉不能な罹患は考慮せず

院内がん登録2012年全国集計提出時期

受領〆切
(2014-12-31)
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地域がん登録 全国がん登録

法令 健康増進法/がん対策基本法 がん登録推進法

届出の強制力 任意 義務:病院等(病院と指定診療所)

届出票項目 厚労省研究班標準項目 法定項目

届出医療機関 都内医療機関(一部県間移送) 都内病院等

届出患者居住地 都内居住者のみ 全ての受療患者(含都外居住者)

がん登録システム 標準DBS等(労働集約型) NCR*(効率化かつ精度向上)

届出票移送先 都登録室 国管理サーバ:都登録室業務受託

届出票整理・照会 都登録室:都業務 都登録室:法定受託事務

届出票提出期限 診断年翌年末(努力目標) 診断年翌年末(法定期限)

院内がん登録関係 別個体制(協力関係) 法に基づく完全な整合性

死亡票収集・整理 都登録室(標準DBS等) 国(NCR*)

非がん照合 都では実施(一部県で未実施) 国が一律実施

全国照合 従来法不可⇒NCR移行で可 都外受療・都外移動を把握

遡り調査対象 都内死亡and都内病院等死亡 全国死亡and都内病院等死亡

報告迄の期間** 診断年後4-5年 診断年後3年

地域がん登録と全国がん登録の仕組みの比較

*：NCR=全国がん登録システム **：診断年の1月1日からの期間



A B C D E F G H I J K L M N O

診断時居住都道府県 都内 都内 都内 都内 都内 都内 都内 都内 都外 都外 都外 都外 都外 都外 都外

診断時受療都道府県* 都内 都内 都内 都内 都外 都外 都外 都外 都内 都内 都内 都内 都外 都外 都外

死亡時居住都道府県 都内 都外 都内 都外 都内 都内 都外 都外 都外 都外 都内 都内 都内 都内 都外

死亡診断都道府県 都内 都内 都外 都外 都内 都外 都内 都外 都外 都内 都外 都内 都内 都外 都内

地域がん届出票 〇 〇 〇 〇

地域がん死亡票 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

地域がん遡り対象 〇 〇 〇 〇

地域がん死亡照合 〇 〇

地域がん罹患対象 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ▽ ▽ 〇 〇 〇 〇

地域がん罹患精度 〇 〇 〇 〇 △ × × × × △ △ ×

地域がん生存率 〇 × 〇 × × × × × × × × ×

全国がん届出票:都 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

全国がん死亡票:国 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

全国がん遡り対象:都 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

全国がん死亡照合:国 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

全国がん罹患対象:都 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

全国がん罹患精度:都 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

全国がん生存率:都 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

11居住地によるがん登録情報の取扱パターン

※「都内」(赤字)がいわゆる都民．上記以外に診断時居住地・診断時受療県・死亡時居住県・死亡診断県全てが都外というパターンがある．
*：診断時受領都道府県において「都内＋都外」というパターンは「都内」とする(多重がんの場合は都内受療分のみが都内)



クラウド型のがん登録情報管理体制 12

病院等 都道府県登録室

全国がん登録オンライン
システム(国) 全国がん登録システム

都道府県サーバ(国)

遠
隔
操
作

専用端末(シンクライ
アント)による
届出情報の整理(エ
ラーチェック・照
合・集約等)
(登録室には届出情報
の物理的媒体なし)

届出票移送
(IPsecVPN)

病院等のオンライン接続サー
ビス利用手続きは都道府県登
録室業務となる予定

都道府県代行移送
(IPsecVPN)

届出票移送
(追跡可能郵便)
移送する物理的媒
体は代行移送確認
後適切に処分する

病院等がオンライン接続サービスが使えない場合

届出票作成
Hos-Can R Next

Hos-Can R Lite

電子届出ファイル
OCR票

オンライン接続サービス

2017年4月- 稼働
2017年7月- 都道府県業務委託 2016年1月- 稼働

X Y …
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手動処理の流れ

自動処理の流れ システムが行う処理

人の操作が行う処理

票内チェック
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全国がん登録システム業務 13

病院等照会 病院等照会 病院等照会

地域がん登録データは全国が
ん登録システムの都道府県
データベースで一元管理
(現在移行作業中)



2017年度がん登録業務スケジュール 14

2012年地域がん
報告書(都)

拠点系病院
2016年全国がん届出

それ以外の病院等
2016年分全国がん届出

2014年地域がん
遡り調査

～2014年地域がん
全国がん登録システム移行(都)

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2016年全国がん登録届出情報整理(都)

2015年地域がん届出

2013年地域がん
2014年地域がん

報告書(都)

2014年地域がん全国照合(国)

2016年全国がん全国照合(国)

2015年地域がん届出情報整理(都)

2015年地域がん全国照合(国)

病院等業務

都登録室業務

国業務

2014年地域がん確定(国)

2014年地域がん
遡り調査入力(都)


